
（単位：千円）

金　　額 金　　額

16,259,436 流 動 負 債 5,290,056

現 金 及 び 預 金 1,456,412 買 掛 金 551,199

割 賦 債 権 5,990,177
１ 年 以 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金 4,580,000

リ ー ス 債 権 81,904 未 払 費 用 4,600

リ ー ス 投 資 資 産 8,571,485 賃 貸 料 等 前 受 金 29,085

営業投資有価証券 12,080 前 受 収 益 24,354

営 業 未 収 入 金 8,734 賞 与 引 当 金 7,962

前 払 費 用 120,128 債 務 保 証 損 失 引 当 金 71,953

未 収 収 益 1,073 そ の 他 20,900

未収還付法人税等 2,443 固 定 負 債 9,045,368

未収還付消費税等 7,232 長 期 借 入 金 8,635,000

そ の 他 7,762 退 職 給 付 引 当 金 22,687

 固 定 資 産 590,042 長期仮受消費税等 387,680

   有形固定資産 54,500

賃 貸 資 産 51,651 14,335,424

社 用 資 産 2,848

 　無形固定資産 2,014 株　主　資　本 2,376,700

賃 貸 資 産 44  資　本　金 100,000

電 話 加 入 権 1,969  利益剰余金 2,276,700

   投資その他の資産 533,527 利 益 準 備 金 1,000

投 資 有 価 証 券 164,999 その他利益剰余金 2,275,700

関 係 会 社 株 式 206,952 　別 途 積 立 金 1,000,000

出 資 金 1,121 　繰越利益剰余金 1,275,700

破 産 更 生 債 権 等 95,785 評価 ・換算差額等 137,353

繰 延 税 金 資 産 38,399  その他有価証券評価差額金 137,353

そ の 他 26,268 2,514,053

資 産 合 計 16,849,478 16,849,478

（注）当期純利益 94,786千円

 流 動 資 産

負　債　合　計

     純　資　産　の　部

純　資　産  合  計

負債及び純資産合計

貸　借　対　照　表
（平成３１年３月３１日現在）

科　　　　目 科　 　　目

資 　産　 の 　部 負　 債 　の 　部



重要な会計方針に係る事項に関する注記

貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手続は次の

とおりであります。

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により

　　　　　　 処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…主として、移動平均法による原価法

　　　　　　　　なお、投資事業組合への出資（金融商品取引法第2条第2項により有価証券と

　　　　　　　　みなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて

　　　　　　　　入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を損益帰属方式で取り込む

　　　　　　　　方法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

賃貸資産

リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の賃貸資産の処分見積価額を残存価額とする

定額法によっております。

社用資産

定率法によっております。ただし、平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては定額法を採用しております。

リース賃借資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率を勘案して必要と

認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

賞与引当金

従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に属する金額を計上しており

ます。

債務保証損失引当金

保証債務に係る損失に備えるため、将来の損失発生見込額を計上しております。

個別注記表



退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務から、中小企業退職金共済

事業本部の退職金試算総額を控除した金額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準

リース料の受取時（またはリース料を収受すべき時）に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

割賦販売に係る売上高及び売上原価の計上基準

割賦債権の支払期日到来の都度、売上高と売上原価を計上する方法によっております。

５．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

６.表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）を当事業年度の

期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示

する方法に変更しております。



貸借対照表に関する注記

１．金銭債権から控除されている貸倒引当金の額

短期金銭債権 ２１８，０７４千円

長期金銭債権 ７４５，０１６千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 ９１，８３３千円

３．保証債務

被保証者 　㈱香川銀行の債務者

被保証債務の内容 　㈱香川銀行との保証契約に基づくローン商品

保証金額 ４，８３５，５４２千円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 １，１８１，５０３千円

短期金銭債務 １，７９０，０００千円

長期金銭債務 ３，０６０，０００千円

損益計算書に関する注記

  関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 １７７，４１８千円

売上原価 １１４，５９８千円

販売費及び一般管理費 １９，８７１千円

営業取引以外の取引による取引高

営業外収益 ９，００２千円



株主資本等変動計算書に関する注記

  当事業年度の末日における発行済株式の数

税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　 繰延税金資産

　貸倒引当金損金算入限度超過額 ２８５，５３８千円

　賞与引当金 ２，７２８千円

　退職給付引当金 ７，７７５千円

　債務保証損失引当金 ２４，６５８千円

　その他 ９，５６５千円

　　繰延税金資産小計 ３３０，２６６千円

　評価性引当額 ２２０，２５４千円

　　繰延税金資産合計 １１０，０１２千円

　 繰延税金負債

　有価証券評価差額金 ７１，６１２千円

　　繰延税金負債合計 ７１，６１２千円

　 繰延税金資産の純額 ３８，３９９千円

　　普通株式　２,０００株



金融商品の状況に関する注記

１．金融商品に対する取組

　当社は、短期的な運転資金及びリース・割賦商品購入に必要な資金を主に銀行借入により調達

しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。

２．金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である割賦債権、リース債権、リース投資資産、営業貸付金及び求償債権は、顧客の

信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を

行うとともに、主な取引先の信用状況を毎月把握する体制としております。

　投資有価証券及び関係会社株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の

関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

　営業債務である買掛金は、1年以内の支払期日であります。

　借入金は主にリース及び割賦商品購入に係る資金調達であります。

　営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されております。当該リスクに関しては、月次に資金

繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格の他、市場価格がない場合には合理的に算定された

価格が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件等を採用することにより、当該価格が変動することもあります。



関連当事者との取引に関する注記

1.親会社及び法人主要株主等

会 社 等 の 名 称 取引の内容
取 引 金 額
( 千 円 )

科　目
期 末 残 高
( 千 円 )

資金の借入 2,200,000
一年以内返済予定
長 期 借 入 金 1,790,000

借入の返済 2,080,000 長 期 借 入 金 3,060,000

利息の支払 48,296

（注1）

保 証 債 務 4,835,542

（注2）

代 位 弁 済 84,054

受取保証料 105,227

リース投資資産 7,043

リ ー ス 債権 14,030

割 賦 債 権 52,934

（注3）

2.兄弟会社等

会 社 等 の 名 称 取引の内容
取 引 金 額
( 千 円 )

科　目
期 末 残 高
( 千 円 )

資金の借入 800,000
一年以内返済予定
長 期 借 入 金 545,000

借入の返済 550,000 長 期 借 入 金 1,185,000

利息の支払 15,816
（注1）

3.取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1)借入金利については、市場相場並びに親会社のシステム利用による応分の負担を考慮し、

 　　 合理的に決定しております。

（注2)同社との保証契約に基づくローン商品に対して、保証を行っております。

　　　保証料率については、代位弁済の実績に基づいて合理的に決定しております。

（注3)割賦債権については、未実現利益を控除した金額を計上しております。割賦契約実行高及び

　　　割賦収入については、市場金利を考慮して利率を合理的に決定しております。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 １，２５７，０２６円９２銭

２．１株当たり当期純利益 ４７，３９３円１０銭

336,225
その他の

関係会社の
子会社

オリックス自動車㈱
（オリックス㈱の子会社）

- 割賦販売

議決権の被所有
(所有 )割合(%)

関 連 当 事 者
と の 関 係

親会社の
子会社

㈱徳島銀行
（トモニホールディングス㈱の子

会社）

4.0

割賦債権
（注3）

その他の
関係会社 オリックス㈱ 30.0 ― ―

割賦契約実行高 111,509

割賦販売

属　性

資金の借入

資金の借入

保証取引

― ―

役員の兼任

リース取引

属　性
議 決 権 の
被 所 有 割 合 (%)

関 連 当 事 者
と の 関 係

親会社 ㈱香川銀行 25.0


